
Ｃ）条例制定請求（直接請求）が
出された場合は住民投票を

Ｃ）法的効力をもたせるものではな
く、議会の要考慮事項とする

Ｃ）常設型を基本とする

Ｃ）もっと気軽なアンケート（電
子アンケート） Ｃ）住民投票の資格が不明瞭である

Ｃ）市政に関心をもたせるしく
みづくり

Ｃ）住民投票をしなくても、市
民の合意が得られる仕組づ
くりが大切なのでは

Ｃ）市民ってだ～れ（住民投票
は誰ができるの）年齢は、
外国人市民は

Ｃ）（行政と協働する）ＮＰＯ
の財務情報の公開

Ｃ）市民活動をする市民も費用、
その他のリスク負担を

Ｃ）単年度予算の見直し（評価
を活かすために）

Ｃ）財政運営よりも、税収確保の
ための地域産業振興政策への
市民の関心を喚起し、市民の
協力・取組みを期待する

Ｃ）財政は、明瞭（透明）性、
公平性、重点主義、公開制

Ｃ）行政と市民（住民企業）が
協働することにより、財政
負担を少なくする

Ｃ）投票しない人は税金ＵＰ

Ｃ）住民投票は区単位で実施す
るべき。また、全市民を対
象とした住民投票は首長の
リコールに限定すべき

投票制度の型

実施要件

発議者

投票資格

投票の実施単位

投票を促進させる仕組み

Ｃ）税のかわりに目的のある寄
付行為への税の免除

Ｃ）住民税の１％を用途指定で
きるように

Ｃ）住民税の１％をＮＰＯ／ＮＧ
Ｏ用の財源に指定して助成

目的税化

課税自主権の確立

Ｃ）住民投票無効規定。投票率
が一定値以下だった場合に
無効とする

Ｃ）住民投票の仕方、結果の取り扱
い方等、ルールを明確にする

結果の取り扱い

Ｃ）住民投票はやはり必要である

Ｃ）財政はガラス張りでありたい

Ｃ）市の財政について市民も知
る必要がある

Ｃ）しかし、要望がある。意見
集約が難しい場合には、必
要かつ基本的な条例整備を

方法の明確化

Ｂ）住民投票は、市民の必要性
を行政にどう認識させるか
にある。そのための手続が
必要ではないか。

Ｂ）住民投票を濫用すべきでは
ない、行政だけで解決でき
ることもある

Ｂ）間接民主主義との関係（何
でも住民に判断してもらう
スタンスは疑問）

Ｂ）区にも住民投票を（アンケート
型、個別課題型。市には常設型）

Ｂ）投票率をあげるしくみづくり

Ｂ）大規模事業への起債に関す
る住民投票

Ｂ）選挙で争点にならなかった
問題が出てきたら住民投票

Ｂ）常設型住民投票方式（条例
に規定する）

Ｂ）制度はつくっておいてもよい、
争点が生じてからでは遅い

Ｂ）発議者などの細かなことま
で決めておくのか

Ｂ）具体的事項は住民投票条例
として別に定める

Ｂ）区単位に狭めた住民投票が
必要ではないか

区ごとに

必要である 必要性に疑問

市民の自主的判断の手段として 市政への関心を喚起する手段として 市民の必要性を知らしめる手段として

Ｂ）選挙の公約に入っているも
のは対象外、入っていなけ
れば住民投票

Ｂ）議員手当の透明化を

Ｂ）教育委員会の高校生向け、教
育マニュアルはいくらかか
ったのか（予算の情報公開）

公開・透明化

Ｂ）財政の健全化のため、財源
の移譲を（国から地方へ）

Ｂ）財政フレームの予測が外れ
たときの対策は

Ｂ）議会、予算（特別）委員会
の通年公開

Ｂ）委託契約の基本原則を定める

Ｂ）収入役に専門家登用

Ｂ）20歳以上

Ｂ）住民投票は18歳

Ｂ）財政について益々の透明化
を（公社を含めて）

Ｂ）コスト比較、バランスシー
トの導入が必要（債務償還
能力の判定）

Ｂ）財政は、収入の確かな予想
に基づき、支出は健全性に
重点を置く（収入税）

財源の委譲

財政人事

財務諸表

協働

計画

行政

議会

NPO

Ｂ）税納付のかわりにＮＰＯに
寄付

Ｂ）地域通貨で還付するなどの
方法もあり

Ｂ）地域通貨の導入

地域通貨

→□条例の実効性を高める
　　仕組み・ルール　へリンク

Ｂ）18歳以上永住外国人

Ｂ）永住外国人もＯＫ

Ｂ）日本国籍のみ

Ｂ）投票資格年齢

Ｂ）市を区単位に分割するため
の住民投票はどうか

Ａ）まず住民投票条例をつくり、
地域エゴの疑いが濃いテーマ
は住民投票の対象とする（例：
ホームレス一時宿泊施設）

Ａ）（住民投票）条例に盛り込む
べし、ただし、投票以前の市
民参加による十分な審議過程
を明記し、情報共有が必要

Ａ）分権型財政システム、自己
決定。自己責任を全うし得
る自己財源の充実

Ａ）市民活動の財源に、ハンガ
リーの１％Ｔａｘ制度的な
ものを導入できないか

Ａ）課税自主権を確立する（画
一的税率設定・廃止、増税・
減税の自由）

Ａ）まちの将来像→財源と使途
を総合計画に。

Ａ）地方分権、財政委譲の件がからむ

Ａ）収支均衡財政では返済でき
ない、次世代に負担が残る。
借金しない原則を

Ａ）収支を基底とする健全財政
が基本。必要な先行投資も
大切。評価できないものの
切り捨ても必要。

Ａ）住民投票の概念をどこまで
とするのか

Ａ）住民投票は制度として必要、
提案者として首長、議会、
市民が考えられる Ａ）住民投票を行う際の問題提

案のルールをどうするか（何
名以上、何グループ・団体
以上など）

Ａ）提案できる問題について制
限が必要

Ａ）発議条件を緩くする

Ａ）代替案も示す

Ａ）どういう場合に住民投票を
行うのか、行うかどうかは
誰がどのように決定するか
について明確にする

対象事項

発議要件

代替案

改正

「財政の原則」
健全性 自主性・自己完結性

ぜひ必要（でも最終手段）…そのルールとは？ぜひ必要（でも最終手段）…そのルールとは？

Ａ）区民達で区の問題を決める（住
民投票）

Ｂ）地域エゴ排除、代替案提示
義務（住民投票）

Ａ）地下鉄問題は、住民投票条
例があれば投票を行ったか
もしれない

Ａ）条例は長く使えるもの、も
ちろん時代と共に変ってい
くものは場合によっては改
正もありか

・住民投票結果と施策実施との
関係のルールを検討すべき

・住民投票制度は衆愚政治に陥
らないか

住民投票制度の目的

住民投票制度の必要性

住民投票の方法・仕組み

◇住民投票をどうするか？

◇財政運営をどうするか？

財政の運営・仕組みのあり方財

市民活動を円滑にする税制措置

予算制度の見直し

備え

産業振興

委託

免税措置

□住民投票制度

□財　政

何を検討すべきか
（検討テーマ）

　どのように規定するか
（検討テーマに対する個別の提案、目的・
　考え方や具体的な規定設定の方向性等）
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